


株主の皆様には、ますますのご清栄のことお慶び申し上げます。

また、平素は、格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

当期は、中期経営計画ダブル・ステップアップ・プランDSP2008の

二年度に当たりますが、初年度に引き続き、ガス・石油関連等の好調

な受注が見込まれたことから、期首に当期の事業計画を見直し、中期

経営計画の前倒しとなる当期事業計画を発表致しました。

ここに、千代田グループ第79期中間期（2006年4月1日から2006年

9月30日）までの会社概況についてご報告申し上げます。

■2006年度上期の実績：前年に引き続き増収・増益

受注高は受注環境が引続き活況を呈していることを反映し、前年同

期実績までは至らなかったものの前期同様に高水準の受注を獲得いた

しました。その結果、受注残高は過去最高の1兆1千億円となりました。

業績面では前年度で税務上の繰越欠損枠がなくなったことから、この

中間期には税負担が増えましたが、円安に加えて豊富な受注残高を反

映して期首事業計画を上回る前期比増収増益の決算となりました。

■2006年度下期の見通し：期首の事業計画を維持

2006年度下期の見通しについては、サハリン2プロジェクトに対する

ロシア当局の動向が不透明なこと、また世界的に工事現場での労働者

の需給が逼迫しており、工事進捗に対する影響をもう少し見極めたい

ことから中間期時点では期首の事業計画を維持し、期首に発表させて

頂いた通り、来年6月には一株当たり14円の配当を予定しております。

■Reliability（信頼性）No.1、収益成長型企業を目指して

現在遂行中のカタールにおける世界最大の年産780万トンの超大型

LNGプロジェクト及び国内の大型石油案件プロジェク

トでは、熟練工の不足等不確実性を生む外部環境要因

が増加し、プロジェクト遂行の難しさが増大しており

ます。

パートナーとの関係及びITの強化に加えて更にリスク

管理の一層の徹底を図り、Reliability No.1実証のため

のプロジェクト遂行を行い、中期経営計画DSP2008の

確実かつ早期達成に向けて「慎重に加速」して参ります

ので、株主の皆様におかれましては、一層のご支援ご鞭

撻を賜りますようお願い申し上げます。
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当面の目標となる中期経営計画DSP2008の確実な達成は、

前倒しに進捗しております。

施策面では、完工高の増大に対して、再雇用による熟練者

の活用と技術伝承の受け皿として千代田ユーテック等グルー

プ一体オペレーションの強化と要員の増強を図り、グループ

6,000人体制を確立致しました。

事業計画面では、前期と同様に受注の前倒し状況が今期も

続き、受注残が積み上がり、今期の売上規模から見て3年弱

の手持ち工事を確保致しました。受注の前倒し、国内外の順

調な工事進捗、間接部門の効率化、中期経営計画DSP2008

施策の確実な遂行を受けて完工高、利益共に期首計画値を上

回る見通しとなっております。
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連結完成工事高については、順調な工事の進捗及び国内

グループ会社も業績好調であったことなどを背景として、

2,109億81百万円（前中間連結会計期間比27.5％増）となり

ました。その内訳は、海外1,663億24百万円（同35.1％増）、

国内については446億57百万円（同5.3％増）となりました。

利益面では、完成工事高の増加及び完成工事総利益率が

前中間連結会計期間比1.4ポイント向上したことにより、完

成工事総利益が 189億34百万円（同 49.6％増）、営業利益

は134億90百万円（同64.1％増）となりました。経常利益に

ついても、ジョイントベンチャー持分資産増加に伴う利息収

入の増加等により166億97百万円（同84.9％増）となりまし

た。また、中間純利益も、111億73百万円（同5.2％増）を計

上いたしました。

一方、当中間会計期間の単体受注工事高は、海外 2,888

億23百万円（前中間会計期間比 22.1％減）、国内 445億89

百万円（同 0.1％増）、合計 3,334億12百万円（同 19.7％減）

となりました。

完成工事高は、 1,778億54百万円（同 26.0％増）となり、

3

当中間連結会計期間における当

社グループを取り巻く市場環境は、

海外プラント市場においては、引き

続き世界レベルでのエネルギー需要

の増大を受けて、産ガス国およびエ

ネルギー・メジャー企業による上流

分野を含めたガス関連投資が継続的

に拡大しており、当社グループはガ

ス・ヴァリューチェーン分野で実績

を積み上げることができました。

一方、国内では、石油各社による

アジア市況を睨んだ石油化学製品の

生産設備や、重質油と軽質油の油

種間価格差拡大への対応、大規模

な省エネ構想など、各製油所の競争

力強化を目指した大型の高度化投

資が活発となっており、当社グルー

プは、製油所の脱硫装置、重質油の

分解装置を中心に複数案件を受注

しました。

こうした状況の下、当中間連結会

計期間の連結受注工事高は、3,718

億40百万円（前中間連結会計期間比

15.9%減）となりました。その内訳

は、海外 3,009億54百万円（同

20.0％減）、国内 708億85百万円

（同7.7％増）となりました。
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その内訳は、海外1,604億40百万円（同38.9％増）、国内に

ついては174億14百万円（同32.2％減）となりました。

利益面では、営業利益は 114億87百万円（同 50.6％増）、

経常利益は147億98百万円（同66.1％増）となり、中間純利

益も101億26百万円（同4.9％増）の計上となりました。

平成19年3月期の完成工事高の見通しにつきましては、豊

富な受注残高を抱えた中、カタールにおける大型LNGプロ

ジェクトを始めとした各工事について、目標通りの進捗達成

に向け当社グループ一丸となって取り組んでまいります。

こうした状況の下、平成19年3月期通期の業績予想値は、

想定為替レートである1米ドル110円を前提として、連結受

注工事高 4,000億円、連結完成工事高 4,200億円、連結営

業利益250億円、連結経常利益280億円、連結当期純利益

165億円を見込んでおります。

また、単体では受注工事高3,500億円、完成工事高3,700

億円、営業利益220億円、経常利益250億円、当期純利益

150億円を予想しております。期末の配当金につきましては、

1株当たり14円を予定しております。

昭和四日市石油（株）HDS-3リアクター増設プラント

建設中のLPG国家備蓄プロジェクト（波方基地） 増強工事を行った太陽石油（株）BTXプラント

富士石油（株）No.8冷却塔プラント
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完成工事総利益率は9.0%と、前中間会計期間の7.6%より
1.4ポイントの改善となりました。

営業利益率は6.4%と、前中間会計期間の5.0%より1.4ポイ
ントの改善となりました。

経常利益率は7.9%と、前中間会計期間の5.5%より2.4ポイ
ントの改善となりました。

法人税等負担が増加しましたが、前中間会計期間比5.2％
の増益を確保しました。

完成工事原価

販売費及び一般管理費

営業外収益

営業外費用

特別利益

特別損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主利益

ジョイントベンチャー（JV）による大型案件の増加に伴うJV
持分資産の増加などにより流動資産は1,084億円増加しま
した。

中間純利益の計上などにより利益剰余金が91億円増加した
結果、純資産は645億円となりました。なお、当中間期末
の自己資本比率は、JV持分資産の大幅増加に伴い総資産が
1,091億円増加した影響から、前連結会計年度末比3.3ポイ
ント下落し16.5%となりました。

未成工事受入金残高の増加1,085億円などにより、負債総
額は前連結会計年度末に比べて1,004億円増加しました。
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※第78期については、第79期中間の表示方法に合わせて表示しております。
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法人税等調整額

税金等調整前中間純利益

減価償却費
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営業に関する資産の減少額（△は増加額）

営業に関する負債の増加額（△は減少額）

JV持分資産の減少額（△は増加額）
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（小計）
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利息の支払額

法人税等の支払額

その他

配当金の支払額

その他

株主資本

資本金

資本剰余金（資本準備金）

利益剰余金
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評価・換算差額等

受注工事高

完成工事高

営業利益

経常利益

当期純利益

税金等調整前中間純利益177億円の計上に加えて、運転資
金収支（売上債権、未成工事支出金、仕入債務、未成工事
受入金の増減額合計）の余剰などにより、59億円のプラスと
なりました。

IT関連のソフトウェア投資などを今期も引き続き実施した
結果、20億円のマイナスとなりました。

配当金の支払いなどにより20億円のマイナスとなりました。

※第78期については、第79期中間の表示方法に合わせて表示しております。
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当社は、本年9月に日本のエンジニアリング企業初となる

CSR報告書を発刊しました。

近年、社会の関心が高ま

っているCSRについて、当

社では2005年度から「CSR

総室」、「CSR委員会」を設置

し、組織的、積極的なCSR

活動を推進しております。

このたび、環境への取り組

みを含めたCSR活動全体に

ついて、より深くご理解い

ただきたく、新たにCSR報告書を発行したものです。

本報告書を通じて、当社グループのCSR活動についてご理

解いただき、全てのステークホルダーとのコミュニケーショ

ンをさらに有効なものにしていきたいと考えています。

当社は、本年7月10日にエクソンモー

ビル社向け湾岸ガス開発プロジェクト、

アルカリージ（アラビア語で「湾岸」の意）

ガスプロジェクトフェーズ2（AKG2）の設

計・調達・建設（EPC）業務を随意契約

で受注しました。この契約は当社がリー

ダーとなり、テクニップ社（フランス、パ

リ）と共同で受注したものです。

本プロジェクトは当社が基本設計業務

（FEED）を実施したもので、生産能力

1,250MSCFD*の世界最大級のガス処理プラントです。2009年

夏に予定している本プロジェクトの完成により、カタール国内

で増加するガス需要を満たし、カタール国の産業発展の基盤を

固めることが期待されています。契約額は1,800億円規模です。

本プロジェクトの商談に際しては、当社が提案する『信頼

性（Reliability）向上プログラム』を適用した画期的な遂行アプ

ローチが顧客に高く評価されました。これは、設計・調達・

建設期間を通して、（1）トラブル／成功事例分析データベー

スによるフィードバック、（2）コールドアイレビュー、（3）集

中設計レビュー／クリティカル設計課題の抽出と検証、（4）

トラブルフリープラント起動プログラムを適用し、より確実

なプラントのスタートアップを目指すものです。

また、天然ガス資源を早期に事業化するためのファーストト

ラック・スケジュールによる遂行計画、プラント大型化による生

産量あたりの初期投資額および操業コストの低減、および同

時併行して遂行するラスガス3社向けLNG第6・第7系列との

設計の共有化と統合された遂行体制などに関する当社のプロ

ポーザル、そして酸性ガスを多く含むカタールのノースフィール

ド・ガス田のガス処理の豊富な経験と知見が評価されました。

当社は同国における一連の天然ガス・LNG関連のプロジェ

クト商談において圧倒的な強さを示しており、これらの既に

完成したプロジェクトおよび現在遂行中のプロジェクトの成

功が、顧客による高い評価を裏付けています。

* MSCFD：百万立方フィート／日

調印後の記念撮影（左より2人目が小林副社長）

Chiyoda
60%
(76.8)

建設中および完工LNGプロジェクトにおける 
千代田の過去5年間のシェア（MMTPA*） 

Source : 千代田化工建設（株） 

（2006年1月現在） 
*100万トン／年 

JGC/KBR
24%
(30.7)

KBR
4%
(4.5)

Bechtel
12%
(15.8)

LNGサテライト基地（LNG

Satellite Terminal : LST）とは、

LNG受入基地から陸上輸送され

たLNGを貯蔵し、貯蔵された

LNGを気化器に通して気化するこ

とでガスを供給する設備です。

当社グループ会社の千代田工

商（株）はLST建設の老舗であり、

1986年に初めてLSTを建設して

以来、多くの実績を残していま

す。今までのLSTは、ガス会社

からの受注が主体でしたが、こ

こ数年、LNGの販売が自由化さ

れ、さらにCO2削減や石油製品

の高騰によりLNGへの燃料転換

に拍車がかかったことで、多業

種からの実績を得ることになり

ました。

現在、千代田工商（株）では、

LNGから天然ガスのみを供給す

るLSTから、さらに冷熱、電力、

温水あるいは蒸気、さらには水素

といった各種エネルギ－を同時に

供給可能な設備の開発に取り組

んでおり、今後の様々な顧客のニ

ーズに応えてまいります。（株）リコー向けLNGサテライト基地

＊CSR報告書は、当社ホームページに掲載しておりますので

ご覧下さい。

ホームページアドレス http://www.chiyoda-corp.com/

また、配布ご希望の方は、上記ホームページから、簡単に

申し込み出来ます。または、以下に直接ご請求ください。

「CSR報告書」ご請求先

千代田化工建設（株） CSR総室　TEL045-506-7535
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Chiyoda Corporation

代表取締役社長兼執行役員 関 　 誠 夫
代表取締役副社長兼執行役員 亀 井 信 寧
代表取締役副社長兼執行役員 柴 田 博 至
代表取締役副社長兼執行役員 小 林 　 博
常務取締役兼執行役員 源 　 淳 郎
常務取締役兼執行役員 久保田　隆
常務取締役兼執行役員 白 崎 善 宏
常務取締役兼執行役員 橋本欣之介
常 勤 監 査 役 門 山 　 明
常勤監査役（社外監査役） 井 田 浩 史
監査役（社外監査役） 藤 岡 　 晃
監査役（社外監査役） 今出川幸寛

常 務 執 行 役 員 長 田 文 雄
常 務 執 行 役 員 三 枝 隆 治
常 務 執 行 役 員 香 田 　 圓
常 務 執 行 役 員 小 川 　 博
執 行 役 員 山 本 孝 士
執 行 役 員 中 島 純 夫
執 行 役 員 横 井 　 悟
執 行 役 員 篠 原 英 宏
執 行 役 員 川 瀬 健 雄
執 行 役 員 望 月 正 彦
執 行 役 員 柿 崎 　 剛
執 行 役 員 小 林 秀 夫

資格名称 資格名称

土木施工管理技士 1級 …………77
土木施工管理技士 2級……………2
建築施工管理技士 1級 …………23
建築施工管理技士 2級……………2
電気工事施工管理技士 1級 ……82
電気工事施工管理技士 2級 ……13
管工事施工管理技士 1級………120
管工事施工管理技士 2級 ………16
建築士 1級 ………………………50
建築士 2級…………………………8
技術士 建設部門 …………………3

合計　982名

■公的資格 名 名

Professional Engineer  機械工学 ………………………………………………5
Professional Engineer  化学工学 ………………………………………………9
Professional Engineer  土木工学 ………………………………………………3

■国際資格（実質保有者を含む） 名

設立

資本金

主要な営業所
及び事務所

従業員（在籍数）

当社及び主要な
グループ企業の
事業内容

昭和23年1月20日

12,916,993,450円

本店及び子安オフィス 横浜市
研究開発センター 横浜市
国内営業拠点 大阪市、那覇市
海外営業・調達拠点 イタリア、オランダ、アラブ首長国連邦、

カタール、インドネシア、中国
単体従業員数 1,316名、連結従業員数 2,985名

ガス、電力、石油、石油化学、一般化学、医薬品等の産業用・
民生用設備並びに公害防止・環境改善及び災害防止用設備
等に関するコンサルティング、計画、設計、調達、施工、試運
転及びメインテナンス等の総合エンジニアリング事業

■エンジニアリング事業

〈工事遂行〉
○千代田工商株式会社（横浜市）
○千代田計装株式会社（横浜市）
○千代田テクノエース株式会社（横浜市）

〈コンサルティング・人材派遣業〉
○千代田ユーテック株式会社（横浜市）

〈先端エンジニアリング〉
○千代田アドバンスト・ソリューションズ株式会社（横浜市）

〈海外設計拠点（GES）〉
○千代田フィリピン・コーポレーション（フィリピン）
※エル・アンド・ティー・千代田リミテッド（インド）

〈海外工事遂行拠点〉
○千代田シンガポール・プライベート・リミテッド（シンガポール）
○ピー・ティー・千代田インターナショナル・インドネシア（インドネシア）
○千代田タイランド・リミテッド（タイ）
○千代田マレーシア・センドリアン・ベルハッダ（マレーシア）
○千代田&パブリック・ワークス・カンパニー・リミテッド（ミャンマー）
※千代田ペトロスター・リミテッド（サウジアラビア）

〈海外営業拠点〉
○千代田インターナショナル・コーポレーション（米国）
○千代田ナイジェリア・リミテッド（ナイジェリア）

■その他の事業
○アロー・ビジネス・コンサルティング株式会社（横浜市）
○アローヘッド・インターナショナル株式会社（東京都港区）
※ ITエンジニアリング株式会社（横浜市）
※株式会社アローメイツ（横浜市）
○千代田アジア・パシフィック・プライベート・リミテッド（シンガポール）

○連結子会社　※関連会社で持分法適用会社
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（千株） 

（月） 

日経平均株価（終値） 

当社株価 

当社出来高 

政府・地方公共団体 

500株（0.00％） 

金融機関 

59,591千株（30.87％） 

事業会社・その他法人 

37,865千株（19.62％） 

証券会社 

6,317千株（3.27％） 

外国法人・外国人 

64,179千株（33.24％） 

個人・その他 

25,075千株（13.00％） 

合 計 
193,029千株 

◯1 発行可能株式総数 ……………………………………………… 650,000,000株

株式の種類　　　普通株式 …………………………………… 570,000,000株

優先株式 ……………………………………… 80,000,000株

◯2 発行済株式総数　普通株式 …………………………………… 193,029,529株

◯3 株主数 ……………………………………………………………………14,035名

◯4 新株予約権の状況

◯5 大株主

株　主　名
当社への出資状況
持株数 構成比

千株 ％

発行決議の日 行使開始日 目的となる株式の種類及び数
平成14年6月27日 普通株式 219,000株

三菱商事株式会社
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
三菱UFJ信託銀行株式会社
株式会社三菱東京UFJ銀行
ステートストリートバンクアンドトラスト505103
ステートストリートバンクアンドトラスト505202
カリヨンディ－エムエイオ－ティシ－
東京海上日動火災保険株式会社
明治安田生命保険相互会社

19,851
10,099
9,953
9,034
9,033
3,649
3,077
2,773
2,760
2,549

10.28
5.23
5.16
4.68
4.68
1.89
1.59
1.44
1.43
1.32

技術士 機械部門…………………11
技術士 衛生工学部門 ……………6
電気工事士 第1種 ………………67
電気工事士 第2種 ………………21
電気工事士 …………………………3
電気主任技術者第3種……………30
鉄工1級・製罐1級…………………1
鉄工2級・製罐2級…………………1
建設設備士 …………………………1
一級計装士………………………134
監理技術者………………………294

平成16年7月1日
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事業年度 4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月開催

定時株主総会基準日 3月31日。そのほか必要がある場合には、取締役会

の決議によりあらかじめ公告のうえ設定いたします。

剰余金の配当の基準日 3月31日

公告掲載 当社ホームページ

一単元の株式の数 1,000株

上場証券取引所 東京証券取引所　市場第一部

証券コード 6366

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

同取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

同連絡先 〒171-8508 東京都豊島区西池袋一丁目7番7号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

本 店 〒230-8601 神奈川県横浜市鶴見区鶴見中央二丁目12番1号
電話 045-506-7105  FAX 045-506-7109

http://www.chiyoda-corp.com/

フリーダイヤル 0120-707-696

住所変更、配当金振込指定・変更、
単元未満株式買取に必要な各用紙のご請求は

株主名簿管理人の
フリーダイヤル

0120-864-490
※24時間承っております。


